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貸 借 対 照 表 

２０２３年３月３１日現在 

(単位：百万円) 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資産の部) 

流動資産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

短 期 債 権 

そ の 他 

 

 

 

 

固定資産 

 有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

 無形固定資産 

  そ の 他 

  

投資その他の資産 

長 期 未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

６，６７７ 

３５７ 

２，２３２ 

３２２ 

２，１１７ 

８８９ 

３５ 

７１５ 

６ 

 

 

 

 

１１，４１３ 

１１，２９４ 

２，０４９ 

７００ 

３，０８６ 

１ 

１２８ 

４，９４０ 

３８８ 

 

０ 

０ 

 

１１８ 

４９ 

６７ 

 ０ 

(負債の部) 

流動負債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

一 年 以 内 返 済 予 定 の 

長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

設 備 関 係 支 払 手 形 

設 備 関 係 未 払 金 

 

固定負債 

長 期 借 入 金 

土 地 再 評 価 に 係 る 

繰延税金負債 

長 期 未 払 金 

 

 

４，５８８ 

０ 

１，９７３ 

１，４０５ 

１００ 

 

５６０ 

６３ 

１９ 

２９ 

１２１ 

２ 

３１３ 

 

６，９３８ 

６，０１７ 

 

８７０ 

４９ 

 

負 債 合 計 １１，５２６ 

(純資産の部) 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資 本 準 備 金 

利益剰余金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

評価・換算差額等 

土地再評価差額金 

 

 

４，５９０ 

４，０００ 

２０ 

２０ 

５６９ 

２２ 

５４７ 

５４７ 

 

１，９７３ 

１，９７３ 

純 資 産 合 計 ６，５６４ 

資 産 合 計 １８，０９０ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １８，０９０ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

２０２２年４月 １日から 

２０２３年３月３１日まで 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

 

売 上 高 

 

 

 

 

１４，５０８ 

売 上 原 価  １４，１４０ 

売 上 総 利 益 

 

３６７ 

販売費及び一般管理費 

 

営 業 利 益 

 ２５２ 

 

１１５ 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 ３  

受 取 賃 貸 料 

雑 益 

２４ 

０  

 

 

２８ 

 

  

営 業 外 費 用 

 

支 払 利 息 

賃 貸 原 価 

雑 損 

１０６ 

１３ 

０ 

 

 

１２０ 

経 常 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

２３ 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 

 

 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

当 期 純 利 益 

 

 

  

 

 

７ 

２ 

２３ 

 

 

 

９ 

 １３ 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

２０２２年４月 １日から 

２０２３年３月３１日まで 

（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合 計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利

益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
繰越利益

剰余金 

2022年4月1日残高 4,000 20 20 22 534 556 4,576 

事業年度中の変動額        

当期純利益     13 13 13 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額 
       

事業年度中の変動額合計 － － － － 13 13 13 

2023年3月31日残高 4,000 20 20 22 547 569 4,590 

 

 評価・換算差額等 

純資産 

合 計 

  

土地再評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 

2022年4月1日残高 1,973 1,973 6,550 

事業年度中の変動額    

当期純利益   13 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額 
－ － － 

事業年度中の変動額合計 － － 13 

2023年3月31日残高 1,973 1,973 6,564 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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個別注記表 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法  

 

 

(3) 引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌事業年度の支給見込額のうち当事業年度対応額を計上してお

ります。 

 

 

(4)  収益及び費用の計上基準 

    製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義

務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し

て充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

「時価の算定に関する会計基準の摘用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとい

たしました。これによる計算書類への影響はありません。 

 

 

 

（収益認識に関する注記） 

  収益を理解するための基礎となる情報 

 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

  

 

（貸借対照表に関する注記） 

(1) 担保資産及び担保付債務 

建 物 ２，０４６百万円 

構 築 物 ６９９百万円 

機 械 装 置 ３，０３９百万円 

車 両 運 搬 具 １百万円 

工 具 器 具 備 品 １２７百万円 

土 地 ４，９４０百万円 

 計   １０，８５５百万円 

上記に対応する債務    ４，７１８百万円 

 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 ６０，５７０百万円 
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(3) 関係会社に対する金銭債権債務 

短 期 金 銭 債 権 ２，２１３百万円 

長 期 金 銭 債 権                     ４９百万円 

短 期 金 銭 債 務 ４６０百万円 

       長 期 金 銭 債 務                  １，４００百万円 

 

 

(4) 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日法律第３４号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、 

当該評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

①再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日政令第１１９号）第２条第５号に定める、固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算定しております。 

②再評価を行った年月日          ２０００年３月３１日 

③同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地 

再評価後の帳簿価額の合計額との差額は１，５０４百万円であります。 

 

 

(5) 偶発債務 

   当社が事業を遂行していく上で、取引先や第三者との間で訴訟等が発生し、当社の業績又は財務状況に重大な影

響を及ぼす可能性があります。 

 ① 当社、親会社であるユニチカ株式会社およびその他３社の計５社（以下「被告ら」という。）が製造、加工また

は販売した高伸度防砂シートに関して、代表者東亜建設工業株式会社およびその他２社の計３社で構成された特定

建設工事共同体から損害賠償請求訴訟を提訴され、当該訴訟に係る訴状を２０２１年８月２４日に受領しました。 

   その内容は、那覇空港滑走路増設埋立工事の一部工区に、当該高伸度防砂シートを使用したところ、短時間で著

しく強度低下したために破れが発生し、これに伴い陥没や空洞が発生したことから補修工事を余儀なくされたこと

を理由に、被告らに製造物責任ないし瑕疵担保責任に基づく損害賠償（２，１４２百万円）並びに遅延損害金の支

払を求めたものです。 

  この訴訟は、現在係争中であり、当社としては、相手側の主張が誤りであることを立証するなど、適切な防御を

行っていく所存です。 

② 当社、親会社であるユニチカ株式会社およびその他３社の計５社（以下「被告ら」という。）が製造、加工また

は販売した高伸度防砂シートに関して、住吉工業株式会社（以下「原告」という。）から損害賠償請求訴訟を提訴

され、当該訴訟に係る訴状を２０２２年１２月１日に受領しました。 

   その内容は、原告が請負人となっている下関港（新港地区）ケーソン製作工事外１件において当該高伸度防砂

シートを使用したところ、当該高伸度防砂シートの破損及び強度低下が確認され、本工事につき岸壁構造としての

性能が発揮できていないとして工事発注者が原告に瑕疵修補を請求し、これに応じて原告が修補工事を行ったこと

により、工事費用相当額の損害を被ったとして、被告らに製造物責任に基づく損害賠償等（６０百万円）並びに遅

延損害金の支払を求めたものです。 

  この訴訟は、現在係争中であり、当社としては、相手側の主張が誤りであることを立証するなど、適切な防御を

行っていく所存です。 

 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売 上 高 １１，３６４百万円 

仕 入 高 １，７４９百万円 

そ の 他 営 業 取 引 高          ４１百万円 

   営業取引以外の取引高            １７８百万円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における発行済株式数  

普通株式 ８，０００，０００株 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞 与 引 当 金 ３７ 百万円 

ゴ ル フ 会 員 権 ４ 百万円 

減 価 償 却 費                １８ 百万円 

長 期 未 払 金                １５ 百万円 

そ の 他 １１ 百万円 

繰延税金資産小計 ８７ 百万円 

評 価 性 引 当 額 △４ 百万円 

繰延税金資産合計 ８２ 百万円 

繰延税金負債 

  長 期 未 収 入 金               △１５ 百万円 

繰延税金負債合計                   △１５ 百万円 

繰延税金資産の純額                   ６７ 百万円    

   

 

 

（金融商品に関する注記） 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関及び親会社からの借入により資金を調達し

ております。売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスクの低減を図っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。 

 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2023年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。 

（単位：百万円）       

 貸借対照表計上額（※2） 時価（※2） 差額 

（1）現 金 及 び 預 金 357 357 ― 

（2）売 掛 金 2,232 2,232 ― 

（3）支  払  手  形 (0) (0) ― 

（4）買 掛 金 (1,973) (1,973) ― 

（5）短 期 借 入 金 (1,405) (1,405) ― 

（6）長 期 借 入 金（※1） (6,118) (6,124) △6 

（※1）１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

（※2）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

      これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(3) 支払手形、(4) 買掛金、(5) 短期借入金 

これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 

(6) 長期借入金 （１年以内返済予定の長期借入金も含む。） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

(1) 親会社及び法人主要株主等                               （単位：百万円） 

種 類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合(%) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 ユニチカ㈱ 
（被所有） 

直接85.01 

当社製品の販

売、原料等の

仕入れ、役員

の兼任、倉庫 

の賃貸、資金

の借入等 

 

 

 

当社製品の販売 

原料等の仕入 

 

PCB処分立替費用 

倉庫の賃貸 

資金の預入 

資金の借入 

借入金の利息 

預入金の利息 

11,364 

1,749 

 

49 

24 

600 

1,400 

13 

3 

売掛金 

買掛金 

未払金 

長期未収入金 

短期債権 

 

長期借入金 

 

 

1,559 

15 

444 

49 

602 

 

1,400 

 

 

主要株主 三菱ｹﾐｶﾙ㈱ 
（被所有） 

直接14.99 
原料の仕入れ 原料の仕入   4,798 買掛金  1,184 

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

 

 

(2) 兄弟会社等                                      （単位：百万円） 

種 類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合(%) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社の 

子会社 

ﾕﾆﾁｶ 

ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 

（ﾕﾆﾁｶ㈱の

子会社） 

なし 
当社製品の 

販売 
当社製品の販売 3,102 売掛金 668 

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

(1) １株当たり純資産額 ８２０円５０銭 

(2) １株当たり当期純利益 １円６６銭 


